
決算剰余金の使途について

＜令和５年11月 山口県国民健康保険運営協議会＞
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令和４年度決算剰余金（精算後）
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歳 入 歳 出

事業費納付金 36,224,270,967 保険給付費等交付金 117,714,625,184

国庫支出金 36,563,607,046 支払基金拠出金 21,256,830,134

支払基金交付金 60,138,489,105 その他 2,986,755,225

一般会計繰入金 7,384,875,219

その他 7,553,743,039

計（ａ） 147,864,985,376 計（ｂ） 141,958,210,543

決算剰余金・精算前（ａ－ｂ） 5,906,774,833

精算額（ｃ） 1,153,025,397

R4療養給付費等負担金精算額（見込） 702,641,413

R4療養給付費等交付金精算額 4,861,081

R4特定健診・特定保健指導推進事業精算額 38,309,000

R3保険者努力支援交付金（事業費連動分） 383,407,000

R4前期高齢者納付金補填額 13,642,061

R4高額医療費負担金精算額等 10,164,842

決算剰余金・精算後（ａ－ｂ－ｃ） 4,753,749,436

＜令和４年度 本県国保特会 決算＞ 単位：円

⇒R5年度国保特会の
歳出財源として充当
する額

令和４年度の本県国民健康保険特別会計において、約４７億円の決算剰余金（精算
後）が発生する見込。



令和４年度決算剰余金の主な発生理由
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○普通交付金（保険給付）が当初予算額をわずかではあるが下回ったこと。
○前年度までの剰余金の残額 等

※１ 予算ベースは、予算年間総額を、前年度各月実績ベースに基づいて各月按分することで算出している。
※２ ４月支払は主に前年度２月診療分のうち柔道整復・現物高額のみ、３月②支払は当年度２月診療分のうち柔道整復・現物高額を除
く額となるため、他の月と比較して額が小さくなる。

令和４年度保険給付費等の推移（普通交付金の支給額）
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百万円

予算総額 Ａ 113,774 百万円

実績総額 Ｂ 113,643 百万円

縮減額 ＢーＡ ▲131 百万円

縮減率 Ｂ／Ａ 99.88％

【参考】R3年度実績 115,318百万円



令和４年度決算剰余金の使途についての考え方（案）
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令和４年度決算剰余金の使途についての考え方（案）

決算剰余金の使途の基本的な考え方は以下のとおり。

Ⅰ Ｒ５年度末決算等に備えた留保財源

○ 現時点で保険給付費の支払額が当初予算を大きく上回っていることから、年度
末決算に備えた留保財源として活用する。

Ⅱ 国保財政安定化基金（財政調整事業分）への積立財源

○ 将来の事業費納付金の著しい上昇抑制などに備えるため国保財政安定化基金
（財政調整事業分）に積み立てる。

Ⅲ Ｒ６年度事業費納付金に係る急増回避財源

○ 次年度の事業費納付金の急増回避として活用する。

⇒ 事業費納付金の急増回避対策としてはⅡの基金による対応を原則とするため、
基本的にはこの使途はとらないこととする。
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○これまでの実績は当初予算額を大きく上回る推移となっている。
○仮に今後も同様の推移となった場合、決算に赤字が生じる可能性がある。

※１ 予算ベースは、Ｒ５予算年間総額をＲ４各月実績ベースに基づいて各月按分することで算出している。
※２ ４月支払は主に前年度２月診療分のうち柔道整復・現物高額のみ、３月②支払は当年度２月診療分のうち柔道整復・現物高額を除

く額となるため、他の月と比較して額が小さくなる。

Ⅰ 令和５年度決算に備えた留保財源
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Ｒ５保険給付費実績の推移

予算ベース

実績ベース

百万円

４月～10月支払 実績値
11月～翌３月②支払 推計値（※）

※４月～10月支払実績と前年度との比較で最大伸率（７月支払分）を、
前年度11月～３月②実績に乗じ、推計値を算出。

決算剰余金のうち４０億円を令和５年度末決算に備えるための留保財源として確保したい。

＜総額比較＞ 単位：百万円

予算ベース　a 109,201

実績推計ベース　b 112,957

不足見込額　b - a 3,756



Ⅱー① 国保財政安定化基金（財政調整事業分）への積立て
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＜全世代対応型の社会保険制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律
の施行に伴う国民健康保険法の一部改正（抜粋）＞

第８１の２ 第４項 【新設】
都道府県は、第二項に規定する場合のほか、国民健康保険の医療に要する費用及

び財政の見通しを勘案して国民健康保険事業費納付金の著しい上昇の抑制その他の
都道府県が行う国民健康保険の安定的な財政運営の確保のために必要があると認め
られる場合に、政令で定めるところにより、これに要する額として政令で定めると
ころにより算定した額の範囲内で財政安定化基金を取り崩し、当該都道府県の国民
健康保険に関する特別会計に繰り入れることができる。

○ 国保法改正により、令和４年４月から国保財政安定化基金の使途に「年度間の財
政調整目的」が追加された。

○ 将来の事業費納付金の著しい上昇の抑制に備えるため、また、保険給付費が高騰
した際の備えとして、国保財政安定化基金（財政調整目的）への積立てを検討。



今後の医療費の動向を踏まえ、留保財源としての活用が不要と見込まれる場合は、
決算剰余金の一部を、国保財政安定化基金（財政調整事業分）に積み立てることとし
たい。
※現時点の医療費動向を鑑み、今年度は７億円を基金に積立てる。

Ⅱー② 国保財政安定化基金（財政調整事業分）への積立て
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保険給付費の急増等による
事業費納付金の著しい上昇
が生じた場合に、基金を投
入して上昇を抑制

事業費納付金の著しい上昇の抑制



令和４年度決算剰余金の使途（まとめ）
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令和４年度決算剰余金の使途（案）

令和４年度の本県国保特会決算の結果発生した決算剰余金（約４７億円）の使途に
ついては、

①約４０億円を令和５年度末決算に備えた留保財源

②残額７億円を基金に積み立て

としたい。



第二期山口県国民健康保険運営方針
の策定について

＜令和５年１１月 山口県国民健康保険運営協議会＞

9
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第二期山口県国民健康保険運営方針の概要及び策定の方向性

【位置づけ】

国民健康保険の安定的な財政運営及び
保険事業の広域的・効率的な運営の推進
を図るため都道府県が策定するもの（国
保法第８２条の２）

※県及び県内市町が共通認識をもって国保事業
を推進するための方針（方向性）を定めるも
のであり、原則、事業の数値目標等を定める
ものではない

※国策定要領を参考に策定

【対象期間】

・６年間（R6～R11）※中間見直しあり

【策定内容】
①保険料水準の統一に向けた検討

○将来にわたって安定的な国保財政運

営を図るため、令和１２年度からの

納付金ベースの統一を目指す。

○激変緩和として令和８年度から段階

的に統一するとともに、負担増となる

市町に対する緩和措置を実施する。

②年度間の保険料負担の調整措置

○財政安定化基金を活用し、保険料負

担の急激な増加を緩和する。

③医療に要する費用の適正化

○医療費適正化計画と整合した取組

・特定健診・特定保健指導の推進

・生活習慣病の重症化予防の推進

④広域的及び効率的な運営の推進

○保険料水準の統一に関係する事務の

標準化について市町と議論を進める。

⑤保健医療サービス施策等との連携

○市町における高齢者の保健事業と介

護予防の一体的実施の促進

⑥その他所要の文言修正等

○ 現状（各種データ）の更新

○ その他軽微な字句修正

等
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第二期山口県国民健康保険運営方針（素案）の概要
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第1章 方針策定に係る基本的な事項 

１ 目的 

  国民健康保険の安定的な財政運営や事業の広域化・効

率化を推進するため、本県の統一的な運営に関する方針

を定める 

２ 根拠規定 

  国民健康保険法第 82条の 2 

３ 対象期間 

  令和 6年度～令和 11年度 ※令和 9年に見直し 

第2章 市町国民健康保険の現状及び将来の見通し 

１ 現状（数値は令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
２ 将来の見通し   
 

 
 
３ 国民健康保険の運営 

  

 

 

 

 

 

 
 
 

第3章 保険料(税)の標準的な算定方法及びその水準の平準化 

１ 現状 

 

 

 

 

２ 基本的な考え方 
 
 

 

 

 

 

 

 

３ 保険料水準の統一に向けた検討 

 

 

 

 

 

４ 事業費納付金の算定方法 
 
○三方式を採用 

新医療費水準を全て反映(α＝1) ※令和８年度から0.2ずつ削減 

○応能割：応益割は、全国平均と比較した都道府県の所

得水準に応じて設定  

○応益割は、被保険者均等割：世帯別平等割＝0.7：0.3 
 
５ 市町村標準保険料率の算定方法 
 
○三方式を採用 

 ○市町ごとの応能割と応益割の割合及び被保険者均等割

と世帯別平等割の割合については、各市町の所得水準、

被保険者数、世帯数に応じて設定 

 ○標準的な収納率は、市町ごとに直近の収納率や過去の収

納率の傾向を踏まえて設定 
 
６ 年度間の保険料負担の調整措置 

 新 財政安定化基金を活用し、保険料負担の急激な増加を緩和 
 

第4章 保険料（税）の徴収の適正な実施 

１ 現状（収納率は令和３年度、滞納世帯数割合は令和4年6月1日現在） 

○収納率(現年度分)は増加(本県:95.42％ 全国:94.24％) 

○滞納世帯数割合は減少(本県:8.2％ 全国:11.4％) 

２ 取組の方向 

○収納率目標の設定：令和 8年度までの3年間（市町毎） 

  <現年度分> 令和 5年度収納率（95％未満）＋1.0％ 

            〃   （95％以上）＋0.5％ 

第5章 保険給付の適正な実施 

１ 現状 

 ○全市町が国保連に委託し、レセプト点検を共同実施 

２ 取組の方向 

○レセプト点検の充実・強化 

 ○第三者行為求償の取組強化  等 

第6章 医療に要する費用の適正化 

１ 現状（特定健診実施率は令和３年度、後発医薬品使用状況は令和４年度） 

 ○特定健診の実施率(本県:31.6％ 全国:36.4％) 

 ○後発医薬品の使用状況(本県:85.9％ 全国:83.7％) 

２ 取組の方向 

新 医療費適正化計画と整合した取組の実施  

○特定健康診査・特定保健指導の推進 

○生活習慣病の重症化予防の推進 

第7章 広域的及び効率的な運営の推進 

１ 現状 

 ○効率的・効果的に業務を行うため、国保連において各 

種保険者事務を共同実施 

２ 取組の方向 

 ○連携会議等を活用し、広域的・効率的な取組を推進 

拡 保険料水準の統一に関係する事務の標準化について市町

と議論を進める。 

第8章 保健医療サービス施策等との連携 

１ 取組の方向 

 ○地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた連携 

 拡 市町における高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

 ○特定健診とがん検診等との連携 

 

○全市町が三方式により保険料を算定 

（所得割、被保険者均等割、世帯別平等割) 

○賦課限度額は全市町が政令上の上限額どおり 

（医療分：65万円、後期分：22万円、介護分：17万円） 

 

(1)事業費納付金 

○各市町の医療費水準、所得水準、被保険者数、世帯数

等を考慮し、負担能力に応じて算定 

(2)標準保険料率 

○同一の算定方式を用い、標準的な住民負担の「見える

化」を図る 

(1)被保険者 

○被保険者数は約 27.5万人（本県人口の約 21％） 

○前期高齢者の割合が高い(本県:56.8％ 全国:45.5％) 

○無職の割合が高い(本県:47.4％ 全国:43.3％) 

(2)医療費・保険料 

○被保険者１人当たりの医療費が全国より高い 

(本県:約 48.7万円 全国:約 39.5万円) 

○被保険者１人当たりの保険料は全国より低い 

(本県:約 9.1万円 全国:約 9.7万円) 

(3)財政運営 

○市町毎の単年度収支は、黒字が 11市町、赤字が 8市町 

○決算補填等目的の法定外繰入金はなし 

○被保険者数は減少するが、医療費は増加する見込み 

○小規模な保険者が増加する見込み 

○市町単位の個別運営を改め、県が財政運営の責任を 

担う (事業費納付金・標準保険料率) 

拡 給付費の増加、収納率の低下や年度間の事業費納付 

金の急増に対し、財政安定化基金の活用 

○県の決算剰余金の具体的使途としては、翌年度以降の 

納付金を減算する方法や基金に積み立てる方法等 

○決算補填等目的の法定外繰入金について、該当市町は 

解消(削減)計画を作成し、県及び該当市町で見える化 

新 将来にわたって安定的な国保財政運営を図るため、 令

和１２年度からの納付金ベースの統一を目指す。 

新 負担増となる市町に対する緩和策として、段階的な実

施や差額の補填を行う。 

 

 



策定スケジュール
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時期 内容

～令和５年１１月
○市町との協議
○素案作成

令和５年11月20日
○山口県国民健康保険運営協議会

・素案の説明、意見照会

令和６年１月
○市町への意見照会（法定事項）
○パブリックコメント実施

令和６年１月末 ○最終案作成

令和６年２月
○山口県国民健康保険運営協議会

・諮問、答申

令和６年３月末 ○策定、公表



【参考１：国策定要領の改定の概要】
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【対象期間】

○法改正により、国保運営方針についてはおおむね６年ごとに定めることとされた。

⇒従前は「複数年が望ましい」

【法定記載事項の追加】

○従前は任意記載とされていた「医療費の適正化に関する事項」や「事務の広域的

及び効率的な運営の推進に関する事項」が必須記載事項とされた。

【財政安定化基金】

○法改正により、同基金に「財政調整事業分」の区分が追加されたことに伴い、同

区分も含めた基金の運用ルールの基本的な考え方を定めることとされた。

【保険料水準の統一】

○保険料水準の統一に関し、以下の事項を記載することとされた。

・統一に向けた基本的な考え方

・統一の定義に関する事項

・統一の目標年度に関する事項

・統一に向けた検討の組織体制やスケジュールに関する事項

【第三者求償事務】

○法改正により、令和７年度以降、第三者求償事務について、市町から委託を受け

県が行うことが可能となることから、その取扱いについて定めることとされた。
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【医療費適正化】

○医療費適正化に関する事項を定めるに当たっては、別途策定する「医療費適正化

計画」の内容と整合を図ることとされた。

【事務の広域化・効率化】

○住民サービスの向上、均てん化につながるような事務の標準化、広域化及び効率

化に関する事項（葬祭費の給付額の統一、減免基準の統一等）について、保険料水

準の統一の議論と並行して検討することが重要とされた。

【参考２：市町との協議の概要】

【保険料水準の統一】

○本県の国保財政の安定化を考えると、保険料水準の統一は必要である。

○統一によって一時的に負担が増となる市町に対する負担緩和策が必要である。

○統一により各市町における医療費適正化の取組水準が低下しないよう、県の継続

的な関与が必要である。

【事務の広域化・効率化】

○保険料水準の統一の動きと合わせ、各市町で行っている国保関係事務の標準化を

進めていく必要がある。

市町からの意見



保険料水準の統一について

資料３（別冊１）

＜令和５年11月 山口県国民健康保険運営協議会＞



１ 保険料水準の統一について

16
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【納付金ベースの統一のイメージ】

事業費納付金

医療費水準が高い市町

医療費水準が平均的な市町

医療費水準が低い市町

事業費納付金

事業費納付金

医療費水準を反映する（α＝１）

※世帯数、被保険者数、所得水準が同じと仮定したモデル

事業費納付金

医療費水準が高い市町

医療費水準が平均的な市町

医療費水準が低い市町

事業費納付金

医療費水準を反映しない（α＝０）

事業費納付金



国は、本年１０月に「保険料水準統一加速化プラン」を策定し、各都道府県

における保険料水準の統一の取組を促進している。

【加速化プランの概要】

18

保険料水準の統一の意義

２ 保険料水準の統一に係る国の動向

①都道府県内の被保険者間の公平感

⇒保険制度は全国共通のものなのに、保険料が市町間で異なるのはおかしい

（後期高齢者医療制度では県内統一料率を導入済み）

②小規模自治体における国保財政の安定化（スケールメリットの発生）

⇒特に小規模自治体において、高額な医療費が発生した場合の年度間の保険料の変

動を抑えられる（医療費の変動は市町単位ではなく県全体で分担）

保険料水準の統一のスケジュール

○ 将来的には「完全統一」することを見据え、まずは、令和12年度保険料算定まで

に「納付金ベースの統一」を目指す。

○ 保険者努力支援制度※の配点の見直しなど、保険料統一に向けたインセンティブ

を強化し、各都道府県における取組を支援していく。

※保険者努力支援制度：保険者としての取組状況や実績を点数化し、点数に応じ国から交付金が交付される



① 統一を行うことで、市町国保における支出金額の将来予見性が高まり、市

町財政の安定化が期待できる。

19

人口減少や団塊の世代の後期高齢者医療制度への移行等により、本県の国

民健康保険の被保険者数は今後減少が見込まれている。

被保険者数の減少

３ 本県における保険料水準の統一の検討

6.8% 7.3% 7.4% 7.1%

9.5% 10.4% 10.8% 10.6%

27.9% 30.2% 32.5% 32.7%

55.8%
52.2%

49.3% 49.6%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

令和４年 令和７年 令和１２年 令和１７年

0～19歳 20～39歳 40～64歳 65～74歳
【被保険者数及び年齢構成の将来推計】

≪推計の前提条件≫
国立社会保障・人口問題研究所「日本の
地域別将来推計人口（平成30（2018）年
推計）」を基に、令和４年度の本県の国
民健康保険の加入率を乗じて推計

約264千人

約217千人 約210千人

約239千人
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被保険者数が少ない保険者ほど、年度間の医療費指数の変動が大きい傾向

にある。

医療費指数の変動と被保険者数の関係

⇒ 医療費指数の変動幅が大きくなると、年度間の事業費納付金や保険料も大

きく変動するため、保険者の安定的な財政運営のみならず被保険者の保険

料負担にも影響が生じるおそれ



②市町と協議のうえ設定した前提条件は、現時点でおおむね達成。

◆医療費水準の地域差が一定程度の範囲内であること

・山口県内の地域差指数の差が1.3倍未満であること

・市町間の地域差指数の差が縮小傾向にあること（標準偏差により確認）

◆医療費適正化の取組が高い水準で平準化するための仕組みの構築

・保険者努力支援制度における獲得点数が最大の市町と最小の市町の差が1.5～2
倍程度となること

・市町間の獲得点数の差が縮小傾向にあること（標準偏差により確認）

◆激変緩和措置

・α（※）は毎年0.2ポイント減少させる

※α：医療費指数反映係数（α＝１：市町ごとの医療費指数をすべて反映、α＝０：医療費指数を反映しない）

21直近の指標では、前提条件は達成

 適正化に係る得点状況

最大・最小市町 最大・最小差 標準偏差

下松市（505）

和木町（188）

光市（533）

平生町（244）

岩国市（513）

和木町（257）
R4 1.997 74.750

R2 2.686 91.285

R3 2.184 78.374

医療費水準の推移

最大・最小市町 最大・最小差 標準偏差

上関町（1.335）

下松市（0.999）

上関町（1.378）

光市（0.993）

上関町（1.334）

下松市（1.001）

上関町（1.315）

下松市（1.022）

H29 1.336 0.086

H30 1.387 0.093

R1 1.332 0.083

R2 1.286 0.074

前提条件
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【工程等】 項目 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13・・

α

工程等

１ 0.8 0.6 0.4

運
営
方
針
の
策
定

準備期間

・条例改正(県)

・更なる医療

費格差縮小

のための事

業実施 等

保険料水準の統一の開始

（経過措置）

※αを0.2ずつ削減

0.2 ０

納
付
金
ベ
ー
ス
の
統
一

４ 本県における取組（案）

○ 本県において将来にわたって国民健康保険の安定的な財政運営を図るため、
令和１２年度から「納付金ベースの統一」を行うこととしたい。

※市町とは合意済み

○ 統一に当たっては、激変緩和としてαを段階的に削減することとし、負担
増となる市町に対する負担緩和措置をとることとしたい。

【完全統一に向けての検討の方向性】
○ 完全統一については、将来的な検討課題とし、今後は以下の点を中心に市

町との議論を進める。

・減免基準の統一 ・給付基準（葬祭費等）の統一 ・保健事業のあり方
・各市町の基金の取扱い ・収納率の格差の是正 ・インセンティブのあり方 等
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